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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 第36期中の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

２ 第37期中、第38期中、第36期及び第37期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。 

３ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

４ 純資産額の算定にあたり、第38期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第36期中 第37期中 第38期中 第36期 第37期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 13,490 13,911 13,212 23,394 26,770

経常利益又は 
経常損失(△)

(百万円) 143 148 173 △528 190

中間(当期)純利益 
又は当期純損失(△)

(百万円) 34 192 124 △5,090 159

純資産額 (百万円) 10,773 5,783 6,793 5,702 5,758

総資産額 (百万円) 31,769 24,138 21,694 26,350 20,611

１株当たり純資産額 (円) 665.22 357.15 371.74 352.10 355.59

１株当たり中間(当期) 
純利益又は１株当たり 
当期純損失(△)

(円) 2.10 11.88 7.06 △314.35 9.85

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 33.9 24.0 31.3 21.6 27.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △606 1,203 244 884 2,531

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △158 406 △469 △65 475

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 555 △1,550 292 △324 △4,999

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 4,628 5,390 3,406 5,331 3,338

従業員数 (名) 449 449 513 406 467



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純

利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、第38期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

  

回次 第36期中 第37期中 第38期中 第36期 第37期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 11,902 12,267 11,243 20,126 23,344

経常利益又は 
経常損失(△）

(百万円) 7 28 87 △775 48

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△)

(百万円) △3 125 80 △5,385 96

資本金 (百万円) 3,761 3,761 4,178 3,761 3,761

発行済株式総数 (株) 16,548,196 16,548,196 18,277,196 16,548,196 16,548,196

純資産額 (百万円) 10,736 5,415 6,388 5,408 5,392

総資産額 (百万円) 25,680 18,415 19,662 20,661 16,061

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 41.8 29.4 32.5 26.2 33.6

従業員数 (名) 340 356 394 327 368



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更しております。変更の内容については、「第５

経理の状況 １中間連結財務諸表等 (1)中間連結財務諸表 注記事項（セグメント情報）」に記載のと

おりであります。 

また、主要な関係会社の異動については、「３ 関係会社の状況」に記載のとおりであります。 

  

３ 【関係会社の状況】 

ミサワホームホールディングス㈱は、平成18年５月29日を払込期日とする第三者割当増資及び自己株式

の処分を引受け、議決権の所有割合は間接所有分を含めて52.3％となり、これにより親会社に該当するこ

ととなりました。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 事業の種類別セグメントにおける従業員数 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員数であります。 

２ 従業員数が前連結会計年度末に比べ46名増加しております。これは主に新規採用によるものであります。 

  

(2) 提出会社の従業員の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は、就業人員数であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

現在労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありま

せん。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

戸建事業 384

リフォーム事業 100

その他事業 16

全社(共通) 13

合計 513

従業員数(名) 394



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、梅雨明けの遅れなど夏場の天候不順から個人消費に一時

的な停滞が見受けられたものの、円安に加え中国をはじめとした世界的な景気拡大に伴う輸出の増加等

により、緩やかな成長を続けております。 

 一方、住宅業界におきましては、堅調なオフィス需要や不動産投資の拡大に伴い三大都市圏の基準地

価が16年ぶりに上昇に転じ、全国平均でも下落幅が縮小するなど地価反転の動きがでてきております。

 当社グループは、このような市場環境下にあって、省エネ・環境に配慮した暮らしの提案をモチーフ

に、ミセスの暮らしを中心に設計した「ＵＲＢＡＮ ＤＥＳＩＧＮＥＲＳ ＶｉｋｉＦＥＭＹ」を発売

するなど、微気候を活かした環境配慮型住宅のラインナップを充実させてまいりました。リフォーム事

業におきましては、クロス・畳の交換や水廻りの更新など様々なリフォームをパック化することにより

一度で簡単に、価格明解なリフォームの提案ができるようになりました。また、17年連続のグッドデザ

イン賞受賞となった今年度は制震装置「ＭＧＥＯ」などが選定され、制震技術を盛り込んだ次世代の耐

震システムとして住宅の社会的価値という観点から評価された結果であると認識しております。なお、

当社は平成18年５月12日開催の取締役会において、ミサワホームホールディングス㈱を割当先とする第

三者割当による新株式の発行及び自己株式の処分を決議し、同年５月29日に払込が完了いたしました。

その結果、同社は間接保有分を含めて当社株式の52.3％の議決権を所有することとなり、当社の親会社

に該当することとなりました。 

 以上の営業活動の結果、当中間連結会計期間は売上高132億12百万円（前中間連結会計期間比5.0％

減）、経常利益は１億73百万円（前中間連結会計期間比16.4％増）、中間純利益は１億24百万円（前中

間連結会計期間比35.3％減）となりました。 

 セグメント別の業績は次のとおりであります。なお、これまで増築・リフォーム工事等の請負は住宅

請負事業の一部としておりましたが、当社グループの事業構成並びに事業戦略上の重要性が増してきて

いることから当中間連結会計期間より「リフォーム事業」として独立したセグメントとし、これに伴い

各事業区分を全般的に見直した結果、セグメントの変更を行っております。また、事業区分の詳細につ

きましては、「第５ 経理の状況 １中間連結財務諸表等 (1)中間連結財務諸表 注記事項（セグメ

ント情報）」をご参照ください。 

① 戸建事業 

 当中間連結会計期間は、注文住宅は制震装置「ＭＧＥＯ」の標準化により平均請負金額が上昇したほ

か、土地付分譲住宅は「エムズガーデン南中山」の販売が前期に引き続き好調に推移するなど計画どお

り進捗いたしましたが、分譲宅地の販売は仕入区画数も少なく減少した結果、売上高は111億９百万円

（前中間連結会計期間比6.5％減）、営業利益は32百万円となりました。 

② リフォーム事業 

 当中間連結会計期間は、屋根や外壁の塗装工事といった大型のリフォーム工事が多く、東北地方では

梅雨明け後比較的安定した天候に恵まれたこともあり、当初計画を上回る完工実績となった結果、売上

高は17億10百万円（前中間連結会計期間比18.6％増）、営業利益は１億58百万円となりました。 

  

③ その他事業 

当中間連結会計期間は、不動産仲介などの業務は計画どおりとなりましたが、下取不動産の販売が少



なくなった結果、売上高は３億92百万円（前中間連結会計期間比33.7％減）、営業利益は40百万円と

なりました。 

 今後の見通しにつきましては、不安定な原油価格の動向に左右される恐れやアメリカの景気減速懸念

を背景に再び景気は踊り場を迎える可能性があるものの、円の実効為替レートが円安基調で推移してい

ることや企業収益の改善を受けて設備投資が増加していることを踏まえると、戦後最長の「いざなぎ景

気」を更新し、引き続き回復を続けることが期待されます。 

 また、住宅業界におきましては、都心部の地価上昇が鮮明になってきたことや住宅ローン金利の先高

感から、雇用・所得環境の改善に同調して住宅着工は引き続き堅調に推移するものと思われます。 

 なお、所在地別セグメントの業績については、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社、在外支

店がないため記載しておりません。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は34億６百万

円となり、前中間連結会計期間より19億83百万円減少いたしました。各キャッシュ・フローの状況とそ

れらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果増加した資金は２億44百万円（前中間連結会計期間は12億３百万円の増加）となりま

した。これは主に、たな卸資産が増加したことにより６億71百万円減少したものの、税金等調整前中間

純利益が１億92百万円、未成工事受入金・分譲事業受入金が４億42百万円増加したことによるものであ

ります。  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果減少した資金は４億69百万円（前中間連結会計期間は４億６百万円の増加）となりま

した。これは主に、投資有価証券の取得による支出４億19百万円、有形固定資産の取得による支出75百

万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果増加した資金は２億92百万円（前中間連結会計期間は15億50百万円の減少）となりま

した。これは主に、長期借入れによる収入17億円、第三者割当による新株式の発行による収入８億31百

万円、自己株式の売却による収入１億68百万円、短期借入金の純減22億76百万円によるものでありま

す。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 施工実績 

当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントごとの施工実績は次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 仕掛工事施行高については、未成工事支出金により施工高を推定したものであります。 

２ 戸建事業の期中完工高及び期中施工高に土地代は含まれておりません。 

３ 上記金額に消費税等は含まれておりません。 

４ 当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較に当たっては、前中間連結

会計期間分を変更後の区分に組み替えて行っております。 

  

(2) 受注状況 

当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントごとの受注状況は次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記金額に消費税等は含まれておりません。 

２ 当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較に当たっては、前中間連結

会計期間分を変更後の区分に組み替えて行っております。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントごとの販売実績は次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記金額に消費税等は含まれておりません。 

２ 当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較に当たっては、前中間連結

会計期間分を変更後の区分に組み替えて行っております。 

  

事業の種類別セグメントの名称
期中完工高 
(百万円)

期末仕掛工事
施工高 

－期首仕掛工事 
施工高 
(百万円)

期中施工高
(百万円)

前年同期比(％)

戸建事業 9,661 △1,293 8,368 108.8

リフォーム事業 1,710 16 1,727 100.2

その他事業 78 236 314 263.1

合計 11,450 △1,039 10,410 109.2

事業の種類別セグメントの名称
期中受注高 
(百万円)

前年同期比(％)
期末受注残高
(百万円)

前年同期比(％)

戸建事業 11,170 103.0 7,093 116.2

リフォーム事業 1,844 113.2 492 107.5

その他事業 577 129.5 849 176.7

合計 13,592 105.2 8,434 119.8

事業の種類別セグメントの名称
金額
(百万円)

構成比(％) 前年同期比(％)

戸建事業 11,109 84.1 93.5

リフォーム事業 1,710 12.9 118.6

その他事業 392 3.0 66.3

合計 13,212 100.0 95.0



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の連結子会社）が対処すべき課題につい

て、重要な変更はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

特に記載すべき事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

特に記載すべき事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

  当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の 

 計画はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
(注) 第三者割当による新株式の発行によるものであります。  

 発行価額   481円 

 資本組入額  241円 

 割当先      ミサワホームホールディングス㈱ 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 65,500,000

計 65,500,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月15日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 18,277,196 18,277,196
東京証券取引所
市場第一部

―

計 18,277,196 18,277,196 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成18年５月29日(注) 1,729,000 18,277,196 416 4,178 414 1,414



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
  

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

ミサワホームホールディングス
株式会社

東京都新宿区西新宿二丁目４番１号 6,497 35.55

ミサワホーム東京株式会社 東京都杉並区高井戸東二丁目４番５号 774 4.24

株式会社七十七銀行 仙台市青葉区中央三丁目３番20号 690 3.78

株式会社ミサワホーム福島 福島県福島市鎌田字舟戸前16番３号 460 2.52

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 459 2.51

東北ミサワホーム取引先持株会 仙台市青葉区中央一丁目３番１号 458 2.51

株式会社殖産銀行 山形県山形市桜町７番35号 368 2.01

ミサワホーム北海道株式会社 札幌市白石区東札幌二条六丁目８番１号 361 1.98

コクサイエアロマリン株式会社 東京都港区西新橋二丁目５番２号 340 1.86

ミサワホーム九州株式会社 福岡市博多区博多駅前三丁目２番１号 294 1.61

計 ― 10,703 58.56



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株が含まれてお

り、当該株式に係る議決権10個を議決権の数から控除しております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式36株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 3,400

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

18,272,700
182,717 ―

単元未満株式  
普通株式 1,096 ― ―

発行済株式総数 18,277,196 ― ―

総株主の議決権 ― 182,717 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
東北ミサワホーム株式会社

仙台市青葉区中央一丁目
３番１号

3,400 ― 3,400 0.02

計 ― 3,400 ― 3,400 0.02

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 572 522 433 405 455 414

最低(円) 497 360 318 350 374 340



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づき、同規則及び「建設業法施行規

則」(昭和24年建設省令第14号)により作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間連結財務諸

表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間連

結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」(昭和

24年建設省令第14号)により作成しております。 

 なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで)の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）

の中間財務諸表については、中央青山監査法人により中間監査を受け、当中間連結会計期間(平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18

年９月30日まで)の中間財務諸表について、みすず監査法人及び監査法人ブレインワークによる中間監査

を受けております。なお、中央青山監査法人は、平成18年９月１日に名称をみすず監査法人に変更してお

ります。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 5,440 3,456 3,388

 ２ 売掛金・完成工事未収入 
   金及び分譲事業未収入金

1,057 979 870

 ３ 営業貸付金 2,060 1,159 1,344

 ４ たな卸資産 ※２ 9,455 9,912 9,241

 ５ その他 839 893 766

 ６ 貸倒引当金 △343 △273 △281

   流動資産合計 18,509 76.7 16,128 74.3 15,330 74.4

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物及び構築物
※１ 
※２

1,637 1,408 1,479

  ２ 土地 ※２ 2,117 1,996 1,992

  ３ その他 ※１ 240 3,995 16.5 233 3,638 16.8 205 3,678 17.8

 (2) 無形固定資産 22 0.1 23 0.1 23 0.1

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 1,050 1,294 992

  ２ その他 671 716 715

  ３ 貸倒引当金 △110 1,610 6.7 △107 1,903 8.8 △129 1,578 7.7

   固定資産合計 5,628 23.3 5,566 25.7 5,280 25.6

   資産合計 24,138 100.0 21,694 100.0 20,611 100.0



 
  

前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金・工事未払金
   及び分譲事業未払金

3,284 3,614 3,259

 ２ 短期借入金
※２ 
※４

11,625 6,070 8,346

 ３ 未成工事受入金
   及び分譲事業受入金

※２ 857 1,329 886

 ４ 賞与引当金 191 203 195

 ５ 完成工事補償引当金 47 57 51

 ６ その他 1,349 1,546 1,281

   流動負債合計 17,355 71.9 12,821 59.1 14,021 68.1

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 315 1,450 145

 ２ 退職給付引当金 30 33 31

 ３ 役員退職慰労引当金 204 192 212

 ４ 繰延税金負債 24 ― 27

 ５ その他 ※２ 421 404 412

   固定負債合計 996 4.1 2,080 9.6 828 4.0

   負債合計 18,351 76.0 14,901 68.7 14,850 72.1

(少数株主持分)

  少数株主持分 3 0.0 ― ― 2 0.0

(資本の部)

Ⅰ 資本金 3,761 15.6 ― ― 3,761 18.3

Ⅱ 資本剰余金 1,632 6.8 ― ― 1,632 7.9

Ⅲ 利益剰余金 496 2.1 ― ― 463 2.2

Ⅳ その他有価証券評価差額金 32 0.1 ― ― 40 0.2

Ⅴ 自己株式 △139 △0.6 ― ― △139 △0.7

   資本合計 5,783 24.0 ― ― 5,758 27.9

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

24,138 100.0 ― ― 20,611 100.0



 
  

前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 4,178 19.2 ― ―

 ２ 資本剰余金 ― ― 2,077 9.6 ― ―

 ３ 利益剰余金 ― ― 587 2.7 ― ―

 ４ 自己株式 ― ― △1 △0.0 ― ―

   株主資本合計 ― ― 6,842 31.5 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― ― △49 △0.2 ― ―

   評価・換算差額等合計 ― ― △49 △0.2 ― ―

   純資産合計 ― ― 6,793 31.3 ― ―

   負債純資産合計 ― ― 21,694 100.0 ― ―



② 【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
 至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自 平成17年４月１日
 至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 13,911 100.0 13,212 100.0 26,770 100.0

Ⅱ 売上原価 11,643 83.7 10,611 80.3 22,189 82.9

   売上総利益 2,268 16.3 2,601 19.7 4,580 17.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 従業員給料手当 668 800 1,478

 ２ 賞与引当金繰入額 129 145 131

 ３ 退職給付引当金繰入額 55 47 115

 ４ 役員退職慰労引当金繰入額 7 6 14

 ５ 広告宣伝費 282 341 597

 ６ 貸倒引当金繰入額 15 28 30

 ７ 完成工事補償引当金繰入額 32 38 55

 ８ その他 886 2,077 14.9 995 2,404 18.2 1,879 4,303 16.1

   営業利益 191 1.4 196 1.5 277 1.0

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 8 7 15

 ２ 受取配当金 6 6 10

 ３ 仕入割引 1 ― 1

 ４ 賃貸資産収入 7 5 12

 ５ 受取手数料 23 28 47

 ６ 受取保証料 2 3 8

 ７ その他 21 71 0.5 39 90 0.7 52 148 0.6

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 108 99 225

 ２ 賃貸資産費用 2 0 3

 ３ その他 3 114 0.8 13 114 0.9 6 235 0.9

   経常利益 148 1.1 173 1.3 190 0.7

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※１ 5 0 5

 ２ 貸倒引当金戻入益 ― 25 19

 ３ 投資有価証券売却益 ※２ 269 ― 324

 ４ その他 0 274 2.0 ― 25 0.2 25 374 1.4

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※３ 0 ― 1

 ２ 固定資産除却損 ※４ 1 3 15

 ３ たな卸資産評価損 ― ― 17

 ４ 投資有価証券売却損 5 ― 5

 ５ 損害賠償金 ― 2 ―

 ６ 立退料 ― 7 0.1 ― 6 0.1 14 53 0.2

  税金等調整前中間(当期)純利 
    益

416 3.0 192 1.4 511 1.9

  法人税、住民税及び事業税 35 63 75

  法人税等調整額 187 223 1.6 4 68 0.5 276 351 1.3

  少数株主利益 0 0.0 ― ― △0 △0.0

  中間（当期）純利益 192 1.4 124 0.9 159 0.6



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)

前連結会計年度

(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 4,102  4,102

Ⅱ 資本剰余金増加高 ― ―

Ⅲ 資本剰余金減少高

 １ 欠損てん補による資本準備金 

   取崩額
2,470 2,470 2,470 2,470

Ⅳ 資本剰余金中間期末(期末)残高 1,632 1,632

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 △2,166 △2,166

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 資本準備金取崩に伴う利益 

   剰余金増加高
2,470 2,470

 ２ 中間(当期)純利益 192 2,662 159 2,629

Ⅲ 利益剰余金減少高 ― ―

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高 496 463



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

株主資本 評価・換算差額等
少数株主 

持分
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合計

その他有価
証券評価 
差額金

評価・換算

差額等合計

平成18年３月31日残高 
(百万円)

3,761 1,632 463 △139 5,718 40 40 2 5,761

中間連結会計期間中の変動額 
(百万円）

 新株の発行(百万円) 416 414 831 831

 中間純利益(百万円) 124 124 124

 自己株式の処分(百万円) 30 137 168 168

 株主資本以外の項目の中間 
 連結会計期間中の変動額 
 (百万円)

△90 △90 △2 △92

中間連結会計期間中の変動額
合計(百万円)

416 445 124 137 1,124 △90 △90 △2 1,031

平成18年９月30日残高 
(百万円)

4,178 2,077 587 △1 6,842 △49 △49 ― 6,793



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の

要約連結キャッシュ・

フロー計算書

(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 

  キャッシュ・フロー

   税金等調整前中間(当期）純利益 416 192 511

   減価償却費 122 110 260

   連結調整勘定償却額 △3 ― △6

   負ののれん償却額 ― △3 ―

   貸倒引当金の増減額(減少：△) 3 △29 △39

   賞与引当金の増減額(減少：△) 33 7 37

   完成工事補償引当金の増減額 

   (減少：△)
3 6 8

   退職給付引当金の増減額 

   (減少：△)
△3 2 △2

   役員退職慰労引当金の増減額 

   (減少：△)
7 △19 14

   受取利息及び受取配当金 △15 △14 △26

   支払利息 108 99 225

   投資有価証券売却損益 △263 ― △318

   損害賠償金 ― 2 ―

   固定資産処分損益 △3 2 11

   売上債権の増減額(増加：△) △587 △108 △400

   営業貸付金の増減額(増加：△) △13 185 702

   たな卸資産の増減額(増加：△) 2,339 △671 2,753

   仕入債務の増減額(減少：△) △419 354 △443

   未成工事受入金・分譲事業 

   受入金の増減額(減少：△)
272 442 301

   その他 △351 △209 △473

    小計 1,646 350 3,114

   利息及び配当金の受取額 15 14 26

   利息の支払額 △143 △79 △227

   中途解約違約金の支払額 △214 ― △214

   損害賠償金の支払額 △31 △2 △31

   立退料の支払額 ― ― △14

   法人税等の支払額 △70 △37 △121

   営業活動による 

   キャッシュ・フロー
1,203 244 2,531



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の

要約連結キャッシュ・

フロー計算書

(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 

  キャッシュ・フロー

   定期預金の預入れによる支出 △50 △50 △100

   定期預金の払戻しによる収入 50 50 100

   有形固定資産の取得による支出 △189 △75 △265

   有形固定資産の売却による収入 6 17 34

   投資有価証券の取得による支出 ― △419 ―

   投資有価証券の売却による収入 380 ― 504

   その他投資の取得による支出 △7 △18 △40

   その他投資の回収による収入 213 35 241

   貸付による支出 ― △12 ―

   その他 4 2 2

   投資活動による 

   キャッシュ・フロー
406 △469 475

Ⅲ 財務活動による 

  キャッシュ・フロー

   短期借入金の純増減額 

   (減少：△)
△1,280 △2,276 △4,559

   長期借入金の返済による支出 △270 △125 △440

   長期借入れによる収入 ― 1,700 ―

   株式の発行による収入 ― 831 ―

   自己株式の取得による支出 △0 ― △0

   自己株式の売却による収入 ― 168 ―

   子会社株式の取得による支出 ― △6 ―

   財務活動による 

   キャッシュ・フロー
△1,550 292 △4,999

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 

  (減少：△)
58 67 △1,992

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 5,331 3,338 5,331

Ⅵ 現金及び現金同等物の 

  中間期末(期末)残高
5,390 3,406 3,338



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

 全ての子会社(３社)を連

結しております。当該子会

社は、ミサワホームイング

東北㈱、エム・アール・デ

ィー仙台㈱及びミサワホー

ムサービス東北㈱でありま

す。

同左 同左

２ 持分法の適用に関

する事項

 該当事項はありません。 同左 同左

３ 連結子会社の(中

間)決算日等に関す

る事項

 

 連結子会社の中間決算日

が中間連結決算日と異なる

会社は次のとおりでありま

す。

会社名 中間決算日

エム・アール・ 
ディー仙台㈱

６月30日

 なお、中間連結財務諸表

の作成に当たっては、中間

決算日現在の中間財務諸表

を使用しております。ただ

し、中間連結決算日までの

期間に発生した重要な取引

については、連結上必要な

調整を行っております。

同左

 

 連結子会社の決算日が連

結決算日と異なる会社は次

のとおりであります。

会社名 決算日

エム・アール・ 
ディー仙台㈱

12月31日

 なお、連結財務諸表の作

成に当たっては、決算日現

在の財務諸表を使用してお

ります。ただし、連結決算

日までの期間に発生した重

要な取引については、連結

上必要な調整を行っており

ます。

４ 会計処理基準に関

する事項

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

…中間連結決算日の

市場価格等に基づ

く時価法(評価差

額は全部資本直入

法により処理し、

売却原価は移動平

均法により算定)

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

…中間連結決算日の

市場価格等に基づ

く時価法(評価差

額は全部純資産直

入法により処理

し、売却原価は移

動平均法により算

定)

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

…連結決算期末日の

市場価格等に基づ

く時価法(評価差

額は全部資本直入

法により処理し、

売却原価は移動平

均法により算定)

時価のないもの

…移動平均法による

原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

②たな卸資産

分譲土地建物・販売

用土地・商品・未成

工事支出金・未成分

譲支出金

…個別法による原価

法

②たな卸資産

同左

②たな卸資産

同左



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

有形固定資産

…定率法

 なお、主な資産の耐用

年数は次のとおりであり

ます。

建物及び構築物

７～50年

(3)   ―――――

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

有形固定資産

…定率法

 なお、主な資産の耐用

年数は次のとおりであり

ます。

建物及び構築物

６～50年

(3) 重要な繰延資産の処理

方法

  株式交付費 

  支出時に全額費用として

 処理しております。

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

    同左

  

 

 

(3)   ―――――

(4) 重要な引当金の計上基

準

①貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上しております。

(4) 重要な引当金の計上基

準

①貸倒引当金

同左

(4) 重要な引当金の計上基

準

①貸倒引当金

同左

②賞与引当金

 従業員の賞与支給に備

えるため、支給見込額の

当中間期負担額を計上し

ております。

②賞与引当金

同左

②賞与引当金

 従業員の賞与支給に備

えるため、支給見込額の

当期負担額を計上してお

ります。

③完成工事補償引当金

 完成工事に係る瑕疵担

保の費用に備えるため、

過年度の実績を基礎に将

来の補償見込みを加味し

て算出した額を計上して

おります。

③完成工事補償引当金

同左 

 

 

 

 

 

 

③完成工事補償引当金

同左 

 

 

 

 

 

 



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

④退職給付引当金

 従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会

計期間末において発生し

ていると認められる額を

計上しております。

 なお、会計基準変更時

差異(△19百万円)は、15

年による均等額を費用処

理しております。過去勤

務債務は、その発生時に

おける従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年

数(10年)による定額法に

より費用処理しておりま

す。数理計算上の差異

は、その発生時における

従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(10

年)による定額法によ

り、それぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理

しております。

 また、当社は、適格退

職年金制度における年金

資産の額が退職給付債務

等の額を超えているた

め、当該超過額を投資そ

の他の資産の「その他」

に計上しております。

④退職給付引当金

 従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会

計期間末において発生し

ていると認められる額を

計上しております。

 なお、会計基準変更時

差異(△19百万円)は、15

年による均等額を費用処

理しております。数理計

算上の差異は、その発生

時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定

の年数(10年)による定額

法により、それぞれ発生

の翌連結会計年度から費

用処理しております。

 また、当社は、適格退

職年金制度における年金

資産の額が退職給付債務

等の額を超えているた

め、当該超過額を投資そ

の他の資産の「その他」

に計上しております。

④退職給付引当金

 従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき計上しておりま

す。

 なお、会計基準変更時

差異(△19百万円)は、15

年による均等額を費用処

理しております。数理計

算上の差異は、その発生

時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定

の年数(10年)による定額

法により、それぞれ発生

の翌連結会計年度から費

用処理しております。

 また、当社は、適格退

職年金制度における年金

資産の額が退職給付債務

等の額を超えているた

め、当該超過額を投資そ

の他の資産の「その他」

に計上しております。 

 

⑤役員退職慰労引当金

 当社及びミサワホーム

イング東北㈱は、役員退

職慰労金の支出に備え

て、内規に基づく当中間

連結会計期間末要支給額

を計上しております。

⑤役員退職慰労引当金

同左

⑤役員退職慰労引当金

 当社及びミサワホーム

イング東北㈱は、役員退

職慰労金の支出に備え

て、内規に基づく当連結

会計年度末要支給額を計

上しております。



 
  

会計処理の変更 

  

 

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(5) 重要なリース取引の処

理方法

 リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。

(5) 重要なリース取引の処

理方法

同左 

 

 

 

 

 

 

(5) 重要なリース取引の処

理方法

同左 

 

 

 

 

 

 

(6) その他中間連結財務諸

表作成のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理方

法

 税抜方式によっており

ます。

(6) その他中間連結財務諸

表作成のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理方

法

同左

(6) その他連結財務諸表作

成のための基本となる重

要な事項

 消費税等の会計処理方

法

同左

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

(連結キャッシュ・

フロー計算書)にお

ける資金の範囲

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、要求払預金及び

取得日から３か月以内に満

期日の到来する定期預金で

あります。

同左  連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、要求払預金及び取得

日から３か月以内に満期日

の到来する定期預金であり

ます。

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準)

 「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」(企業

会計審議会 平成14年８月９日))及

び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」(企業会計基準委員会

平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号)を当中間連結会計期

間から適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

――――― (固定資産の減損に係る会計基準)

 当連結会計年度から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号)

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。



  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等)

(自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正)

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第５

号)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）並びに改正後の「自己株式

及び準備金の額の減少等に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 最

終改正平成18年８月11日 企業会計

基準第１号）及び「自己株式及び準

備金の額の減少等に関する会計基準

の適用指針」(企業会計基準委員会

最終改正平成18年８月11日 企業会

計基準適用指針第２号）を適用して

おります。

―――――

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は6,793百万円であ

ります。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

(中間連結損益計算書)

 「賃貸資産収入」は、営業外収益の総額の100分の10

を超えたため、当中間連結会計期間より独立掲記する

こととしました。なお、前中間連結会計期間は営業外

収益の「その他」に５百万円含まれております。

(中間連結キャッシュ・フロー計算書）

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却

額」として掲記されていたものは、当中間連結会計期

間から「負ののれん償却額」と表示しております。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、2,652百万円でありま

す。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、 2,679百万円でありま

す。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、2,624百万円でありま

す。

※２ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとおり

であります。

(1) 担保に供している資産

たな卸資産 198百万円

建物及び構築物 98

土地 101

計 398

※２ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとおり

であります。

(1) 担保に供している資産

たな卸資産 508百万円

※２ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとおり

であります。

(1) 担保に供している資産

たな卸資産 526百万円

(2) 上記に対応する債務

短期借入金 200百万円

定期借地権設定
契約に基づく
受入保証金

52

計 252

(2) 上記に対応する債務

分譲事業受入金 200百万円

定期借地権設定
契約に基づく
受入保証金

50

計 250

(2) 上記に対応する債務

分譲事業受入金 200百万円

定期借地権設定
契約に基づく
受入保証金

53

計 253

３ 保証債務

   住宅資金つなぎ融資及び住宅

ローン融資利用者のために金融

機関等に対し保証を行っており

ます。

(1) 住宅資金つなぎ融資に対する

保証

つなぎ融資利用者(49名)

727百万円

３ 保証債務

   住宅資金つなぎ融資及び住宅

ローン融資利用者のために金融

機関等に対し保証を行っており

ます。

(1) 住宅資金つなぎ融資に対する

保証

つなぎ融資利用者(18名)

297百万円

３ 保証債務

   住宅資金つなぎ融資及び住宅

ローン融資利用者のために金融

機関等に対し保証を行っており

ます。

(1) 住宅資金つなぎ融資に対する

保証

つなぎ融資利用者(22名)

414百万円

(2) 住宅ローン融資に対する保証

住宅ローン利用者(140名)

2,454百万円

(2) 住宅ローン融資に対する保証

住宅ローン利用者(175名)

3,503百万円

(2) 住宅ローン融資に対する保証

住宅ローン利用者(189名)

3,548百万円

※４   ――――― ※４ シンジケーション方式コミッ

トメントライン

   当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため、金融機関８行

とシンジケーション方式コミッ

トメントライン契約を締結して

おります。この契約に基づく当

中間連結会計期間末の借入未実

行残高は次のとおりでありま

す。

シンジケーシ 

ョン方式コミ 

ットメント 

ラインの総額

8,900百万円

借入実行残高 5,200

差引額 3,700

※４   ―――――



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   
(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

普通株式の増加1,729,000株は、第三者割当により新株式を発行したものであります。 

  
２ 自己株式に関する事項 

   
(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

普通株式の増加20株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

普通株式の減少350,000株は、第三者割当により自己株式を処分したものであります。 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 
  
４ 配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 固定資産売却益の主なもの

は、土地の売却によるものであ

ります。 

 

 

※２ 投資有価証券売却益は、関係

会社株式の売却によるものであ

ります。

※３ 固定資産売却損の主なもの

は、無形固定資産の電話加入権

の売却によるものであります。

※１ 固定資産売却益は、有形固定

資産「その他」の車輌運搬具の

売却によるものであります。 

 

 

※２   ――――― 

 

 

※３   ―――――

 

※１ 固定資産売却益の内訳は、次

のとおりであります。 

土地 5百万円

その他 0

計 5

※２    ――――― 
 
 
 

※３ 固定資産売却損の内訳は、次

のとおりであります。

建物及び構築物 0百万円

土地 0

その他 0

計 1

※４ 固定資産除却損は、有形固定

資産「その他」の工具器具備品

の除却によるものであります。

※４ 固定資産除却損の内訳は、次

のとおりであります。

建物及び構築物 1百万円

その他 1

計 3

※４ 固定資産除却損の内訳は、次

のとおりであります。

建物及び構築物 13百万円

その他 1

計 15

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 16,548,196 1,729,000 ― 18,277,196

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 353,416 20 350,000 3,436



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

現金及び預金 5,440百万円

預入期間が３か月 
を超える定期預金

△50

現金及び現金同等物 5,390
 

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

現金及び預金 3,456百万円

預入期間が３か月
を超える定期預金

△50

現金及び現金同等物 3,406
 

現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

現金及び預金 3,388百万円

預入期間が３か月 
を超える定期預金

△50

現金及び現金同等物 3,338

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

(借主側)

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

建物及び
構築物

64 59 5

有形固定
資産 
(その他)

2 1 1

  合計 67 60 6

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

(借主側)

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

建物及び
構築物

280 48 232

有形固定
資産 
(その他)

2 1 0

  合計 283 50 233

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

(借主側)

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

建物及び
構築物

15 5 9

有形固定
資産 
(その他)

2 1 0

合計 18 7 10

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 3百万円

１年超 1

合計 4

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 64百万円

１年超 188

合計 252

② 未経過リース料期末残高相当額

 

１年内 10百万円

１年超 1

合計 12

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

(1)支払リース料 8百万円

(2)減価償却費相当額 2

(3)支払利息相当額 0

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

(1)支払リース料 26百万円

(2)減価償却費相当額 42

(3)支払利息相当額 2

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

(1)支払リース料 17百万円

(2)減価償却費相当額 13

(3)支払利息相当額 0

④ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を10％として定率法により

計算した額に、10/９を乗じて算

出しております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては利息法によっております。

⑤ 利息相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

同左



 

(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間末)(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

(貸主側)

① リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び中間期末残高

取得価額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
(百万円)

中間期末
残高 
(百万円)

建物及び 
構築物

166 156 9

有形固定 
資産 
(その他)

21 14 6

合計 187 171 15

(貸主側)

① リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び中間期末残高

取得価額
(百万円)

減価償却
累計額 
(百万円)

中間期末
残高 
(百万円)

有形固定 
資産 
(その他)

15 14 0

(貸主側)

① リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び期末残高

取得価額
(百万円)

減価償却 
累計額 
(百万円)

期末残高
(百万円)

有形固定 
資産 
(その他)

21 17 3

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 15百万円

１年超 1

合計 16

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 1百万円

１年超 ―

合計 1

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 3百万円

１年超 ―

合計 3

③ 受取リース料、減価償却費及び

受取利息相当額

(1)受取リース料 30百万円

(2)減価償却費 27

(3)受取利息相当額 0

③ 受取リース料、減価償却費及び

受取利息相当額

(1)受取リース料 2百万円

(2)減価償却費 2

(3)受取利息相当額 0

③ 受取リース料、減価償却費及び

受取利息相当額

(1)受取リース料 42百万円

(2)減価償却費 37

(3)受取利息相当額 0

④ 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取

得価額の差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については利息

法によっております。

④ 利息相当額の算定方法

同左 

 

 

 

(減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はないため、項目等の記載は省略し

ております。

④ 利息相当額の算定方法

同左 

 

 

 

(減損損失について） 

       同左

 

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 545 602 56

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

計 545 602 56

非上場株式 447百万円



(当中間連結会計期間末)(平成18年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 
  

(前連結会計年度末)(平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 
  

（注）その他有価証券で時価のある株式に関し下落率が30％～50％の銘柄については、当中間連結会計期間末の時価

が２年連続して取得原価に比べて30％以上下落している銘柄についてはその回復可能性を検討し、減損処理の

適否を判定することとしております。 

  

(デリバティブ取引関係) 

(前中間連結会計期間末)(平成17年９月30日) 

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

  

(当中間連結会計期間末)(平成18年９月30日) 

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

  

(前連結会計年度末)(平成18年３月31日) 

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 712 663 △49

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

計 712 663 △49

非上場株式 631百万円

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 593 661 68

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

計 593 661 68

非上場株式 330百万円



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

販売方法及び商品の存在形態の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各事業区分別の主要な商品等は次のとおりであります。 

  

 
３ 営業費用のうち「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用の金額は10百万円であり、その主な内容は役員

報酬（一部）等であります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

販売方法及び商品の存在形態の類似性を考慮して区分しております。 

住宅請負事業 
(百万円)

分譲事業
(百万円)

住宅金融、
その他事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高及び営業損益 
売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

7,623 5,856 432 13,911 ― 13,911

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― 71 71 (71) ―

計 7,623 5,856 503 13,983 (71) 13,911

営業費用 7,333 6,023 425 13,782 (61) 13,720

営業利益又は 
営業損失（△）

289    △167 78 201 (10) 191

事業区分 主要商品及び事業内容

住宅請負事業
木質及びセラミック住宅の建築請負
増築・リフォーム工事等

分譲事業
土地付分譲住宅の販売及び施工
土地付注文住宅の販売及び施工 
分譲宅地の販売

住宅金融、 
その他事業

不動産の仲介 
住宅資金つなぎ融資 
固定資産のリース 
住宅設備・家具等の販売

戸建事業 
(百万円)

リフォーム
事業 
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高及び営業損益 
売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

11,109 1,710 392 13,212 ― 13,212

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― 69 69 (69) ―

計 11,109 1,710 462 13,281 (69) 13,212

営業費用 11,077 1,552 421 13,051 (35) 13,015

営業利益 32 158 40 230 (33) 196



２ 各事業区分別の主要な商品等は次のとおりであります。 

  

 
３ 営業費用のうち「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用の金額は33百万円であり、その主な内容は役員

報酬（一部）等であります。 

４ 事業区分の変更 

   これまで増築・リフォーム工事等の請負は住宅請負事業の一部としておりましたが、当社グループの事業

構成並びに事業戦略上の重要性が増してきていることから当中間連結会計期間より「リフォーム事業」とし

て独立したセグメントとし、これに伴い各事業区分を全般的に見直した結果、セグメントの変更を行ってお

ります。 

 なお、従来のセグメント区分により計算した場合の当中間連結会計期間のセグメント別の損益は以下のと

おりであります。 

 
  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

販売方法及び商品の存在形態の類似性を考慮して区分しております。 

事業区分 主要商品及び事業内容

戸建事業

木質及びセラミック住宅の建築請負
土地付分譲住宅の販売及び施工 
土地付注文住宅の販売及び施工 
分譲宅地の販売

リフォーム事業 増築・リフォーム工事等

その他事業

特殊建築物の建築請負
不動産の仲介 
住宅資金つなぎ融資 
固定資産のリース 
住宅設備・家具等の販売

 売上高  住宅請負事業  8,260百万円

分譲事業 4,695

住宅金融、その他事業   329

消去又は全社  △72

計 13,212

営業利益又は 住宅請負事業    81百万円

営業損失（△） 分譲事業   138

住宅金融、その他事業  △15
消去又は全社   △8

計   196

住宅請負事業 
(百万円)

分譲事業
(百万円)

住宅金融、
その他事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高及び営業損益 
売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

13,850 12,150 768 26,770 ― 26,770

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― 145 145 (145) ―

計 13,850 12,150 913 26,915 (145) 26,770

営業費用 13,681 12,134 800 26,616 (123) 26,492

営業利益 169 16 113 299 (22) 277



２ 各事業区分別の主要な商品等は次のとおりであります。 

  

 
３ 営業費用のうち「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用の金額は22百万円であり、その主な内容は役員

報酬（一部）等であります。 

  

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間並びに前連結会計年度における、本邦以外の国又は地域に

所在する連結子会社、在外支店はありません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間並びに前連結会計年度については、海外売上高がないた

め、記載すべき事項はありません。 

  

  

事業区分 主要商品及び事業内容

住宅請負事業
木質及びセラミック住宅の建築請負
増築・リフォーム工事等

分譲事業
土地付分譲住宅の販売及び施工
土地付注文住宅の販売及び施工 
分譲宅地の販売

住宅金融、 
その他事業

不動産の仲介 
住宅資金つなぎ融資 
固定資産のリース 
住宅設備・家具等の販売



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

 該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 357円15銭 １株当たり純資産額 371円74銭 １株当たり純資産額 355円59銭

１株当たり中間純利益 11円88銭 １株当たり中間純利益 ７円６銭 １株当たり当期純利益 ９円85銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

中間（当期）純利益 
(百万円)

192 124 159

普通株主に帰属しない金額
(百万円)

― ― ―

(うち利益処分による役員
賞与金)

(―) (―) (―)

普通株式に係る中間 
（当期）純利益(百万円)

192 124 159

普通株式の期中平均株式数
(株)

16,194,796 17,614,858 16,194,788



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 4,083 2,463 2,165

 ２ 完成工事未収入金 492 416 271

 ３ 分譲事業未収入金 426 485 516

 ４ 売掛金 0 9 1

 ５ 分譲土地建物 2,763 3,830 2,987

 ６ 販売用土地 ※２ 3,100 3,270 3,119

 ７ 未成工事支出金 456 542 311

 ８ 未成分譲支出金 1,826 1,185 1,486

 ９ 短期貸付金 ― 1,840 ―

 10 その他 725 833 686

 11 貸倒引当金   △104 △80 △61

  流動資産合計 13,771 74.8 14,797 75.3 11,485 71.5

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物 ※１ 966 959 973

  ２ 土地 1,641 1,616 1,616

  ３ その他 ※１ 165 113 130

  有形固定資産合計 2,773 15.1 2,690 13.6 2,720 17.0

 (2) 無形固定資産 19 0.1 21 0.1 21 0.1

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 1,001 960 952

  ２ その他 957 1,301 1,010

  ３ 貸倒引当金 △109 △107 △129

  投資その他の資産合計 1,850 10.0 2,154 11.0 1,833 11.4

  固定資産合計 4,643 25.2 4,865 24.7 4,575 28.5

  資産合計 18,415 100.0 19,662 100.0 16,061 100.0



 

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 2,014 1,992 1,844

 ２ 工事未払金 549 719 506

 ３ 分譲事業未払金 417 593 559

 ４ 短期借入金 ※４ 7,175 5,410 5,046

 ５ １年以内返済予定の
   長期借入金

295 565 295

 ６ 未払法人税等 11 11 16

 ７ 未成工事受入金 475 779 521

 ８ 分譲事業受入金 ※２ 306 458 325

 ９ 預り金 450 391 420

 10 賞与引当金 152 159 152

 11 完成工事補償引当金 45 55 49

 12 その他 344 261 320

  流動負債合計 12,236 66.5 11,400 58.0 10,059 62.6

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 315 1,450 145

 ２ 役員退職慰労引当金 189 186 195

 ３ 繰延税金負債 24 ― 27

 ４ 受入保証金 ※２ 227 226 232

 ５ 長期未払金 6 10 8

  固定負債合計 762 4.1 1,873 9.5 609 3.8

  負債合計 12,999 70.6 13,273 67.5 10,668 66.4

(資本の部)

Ⅰ 資本金 3,761 20.4 ― ― 3,761 23.4

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 1,000 ― 1,000

 ２ その他資本剰余金 632 ― 632

   資本剰余金合計 1,632 8.9 ― ― 1,632 10.2

Ⅲ 利益剰余金

 １ 中間(当期）未処分利益 125 ― 96

   利益剰余金合計 125 0.7 ― ― 96 0.6

Ⅳ その他有価証券評価差額金 35 0.2 ― ― 40 0.3

Ⅴ 自己株式 △139 △0.8 ― ― △139 △0.9

  資本合計 5,415 29.4 ― ― 5,392 33.6

  負債・資本合計 18,415 100.0 ― ― 16,061 100.0



 

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 4,178 21.2 ― ―

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 1,414 ―

  (2) その他資本剰余金 ― 662 ―

   資本剰余金合計 ― ― 2,077 10.6 ― ―

 ３ 利益剰余金

  その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 ― 177 ―

   利益剰余金合計 ― ― 177 0.9 ― ―

 ４ 自己株式 ― ― △1 △0.0 ― ―

   株主資本合計 ― ― 6,432 32.7 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券評価 
   差額金

― ― △43 △0.2 ― ―

   評価・換算差額等合計 ― ― △43 △0.2 ― ―

   純資産合計 ― ― 6,388 32.5 ― ―

   負債純資産合計 ― ― 19,662 100.0 ― ―



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
  至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
 至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 完成工事高 6,181 6,577 10,989

Ⅱ 完成工事原価 5,081 5,336 9,067

   完成工事総利益 1,100 1,241 1,922

Ⅲ 分譲事業売上高 5,856 4,534 11,948

Ⅳ 分譲事業売上原価 5,234 3,794 10,386

   分譲事業総利益 621 740 1,561

Ⅴ 商品売上高等収入 230 131 406

Ⅵ 商品売上高等収入原価 131 25 174

   商品売上高等総利益 99 105 232

  売上高合計 12,267 100.0 11,243 100.0 23,344 100.0

  売上原価合計 10,447 85.2 9,156 81.5 19,628 84.1

   売上総利益 1,820 14.8 2,087 18.5 3,716 15.9

Ⅶ 販売費及び一般管理費 1,770 14.4 2,015 17.9 3,616 15.5

   営業利益 50 0.4 71 0.6 99 0.4

Ⅷ 営業外収益

 １ 受取利息 8 18 16

 ２ その他営業外収益 ※２ 66 89 121

   営業外収益合計 75 0.6 107 1.0 137 0.6

Ⅸ 営業外費用

 １ 支払利息 92 76 180

 ２ その他営業外費用 4 15 8

   営業外費用合計 96 0.8 91 0.8 188 0.8

   経常利益 28 0.2 87 0.8 48 0.2

Ⅹ 特別利益 ※３ 278 2.3 ― ― 355 1.5

XI 特別損失 ※４ 3 0.0 3 0.0 34 0.1

   税引前中間(当期)純利益 303 2.5 84 0.8 369 1.6

   法人税、住民税及び 
   事業税

8 8 16

   法人税等調整額 169 177 1.5 △4 4 0.1 255 272 1.2

   中間(当期)純利益 125 1.0 80 0.7 96 0.4

   前期繰越利益 ― ― ―

   中間(当期)未処分利益 125 ― 96



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

  

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本剰余

金
資本剰余金合計

その他利益剰余

金 利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 3,761 1,000 632 1,632 96 96

中間会計期間中の変動額(百万円)

 新株の発行(百万円) 416 414 414

 中間純利益(百万円) 80 80

 自己株式の処分(百万円) 30 30

 株主資本以外の項目の中間会計 
  期間中の変動額(百万円)

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) 416 414 30 445 80 80

平成18年９月30日残高(百万円) 4,178 1,414 662 2,077 177 177

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算差額

等合計

平成18年３月31日残高(百万円) △139 5,351 40 40 5,392

中間会計期間中の変動額(百万円)

 新株の発行(百万円) 831 831

 中間純利益(百万円) 80 80

 自己株式の処分(百万円) 137 168 168

 株主資本以外の項目の中間会計 
 期間中の変動額(百万円) △84 △84 △84

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) 137 1,080 △84 △84 996

平成18年９月30日残高(百万円) △1 6,432 △43 △43 6,388



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準

 及び評価方法

(1) 有価証券

  子会社株式

  …移動平均法による原

価法

(1) 有価証券

子会社株式

同左

(1) 有価証券

子会社株式

同左

  その他有価証券

   時価のあるもの

   …中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定)

その他有価証券

時価のあるもの

   …中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部純資産直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定)

その他有価証券

時価のあるもの

…期末日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定)

   時価のないもの

   …移動平均法による

原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

(2) たな卸資産

  分譲土地建物、販売用

土地、未成工事支出金

及び未成分譲支出金

…個別法による原価法

(2) たな卸資産

同左

  

 

(2) たな卸資産

同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

有形固定資産

…定率法

なお、主な資産の耐用年

数は次のとおりでありま

す。

建物     ７～50年

展示用建物    ７年

有形固定資産
同左

有形固定資産
同左

 

 

 

３ 繰延資産の処理方

法

 

 

４ 引当金の計上基準

 ――――― 

   

 

 

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上しております。

株式交付費

…支出時に全額費用と 

  して処理しておりま 

  す。

(1) 貸倒引当金

同左

 ―――――

  

  

 

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員の賞与支給に備

えるため、支給見込額の

当中間期負担額を計上し

ております。

(3) 完成工事補償引当金

完成工事に係る瑕疵担

保の費用に備えるため、

過年度の実績を基礎に将

来の補償見込みを加味し

て算出した額を計上して

おります。

(2) 賞与引当金

同左 

 

 

 

(3) 完成工事補償引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員の賞与支給に備

えるため、支給見込額の

当期負担額を計上してお

ります。

(3) 完成工事補償引当金

同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、

当中間期末において発生

していると認められる額

を計上しております。

なお、会計基準変更時

差異（△50百万円）は、

15年による均等額を費用

処理しております。過去

勤務債務は、その発生時

における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額

法により費用処理してお

ります。数理計算上の差

異は、その発生時におけ

る従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

（10年）による定額法に

より、それぞれ発生の翌

期から費用処理しており

ます。

また、適格退職年金制

度における年金資産の額

が退職給付債務等の額を

超えているため、当該超

過額を投資その他の資産

の「その他」に計上して

おります。

(5) 役員退職慰労引当金

役員退職慰労金の支出

に備えて、内規に基づく

中間期末要支給額を計上

しております。

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、

当中間期末において発生

していると認められる額

を計上しております。

なお、会計基準変更時

差異（△50百万円）は、

15年による均等額を費用

処理しております。数理

計算上の差異は、その発

生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による

定額法により、それぞれ

発生の翌期から費用処理

しております。

また、適格退職年金制

度における年金資産の額

が退職給付債務等の額を

超えているため、当該超

過額を投資その他の資産

の「その他」に計上して

おります。 

 

 

 

 

 

 

(5) 役員退職慰労引当金

   同左

 
 
 

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計

上しております。

なお、会計基準変更時

差異（△50百万円）は、

15年による均等額を費用

処理しております。数理

計算上の差異は、その発

生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による

定額法により、それぞれ

発生の翌期から費用処理

しております。 

 また、適格退職年金制

度における年金資産の額

が退職給付債務等の額を

超えているため、当該超

過額を投資その他の資産

「その他」に計上してお

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 役員退職慰労引当金

役員退職慰労金の支出

に備えて、内規に基づく

期末要支給額を計上して

おります。

５ リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成の

ための基本となる重

要な事項

 消費税等の会計処理方法

税抜方式によっておりま

す。

 消費税等の会計処理方法

同左

 消費税等の会計処理方法

同左



会計処理の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

 「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成15年10月31日 企業会計基

準適用指針第６号）を当中間会計期

間から適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

――――― （固定資産の減損に係る会計基準）

 当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年

８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号）を適

用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等)

(自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正)

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号) 

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会平成17年12月

９日 企業会計基準適用指針第８

号）並びに改正後の「自己株式及び

準備金の額の減少等に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 最終改

正平成18年８月11日企業会計基準第

１号）及び「自己株式及び準備金の

額の減少等に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準委員会 最終

改正平成18年８月11日 企業会計基

準適用指針第２号）を適用しており

ます。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は6,388百万円であ

ります。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

―――――



表示方法の変更 

 
  

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

前中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
    至 平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
    至 平成18年９月30日）

――――― （中間貸借対照表） 

 前中間会計期間末において流動資産の「その他」に含

めて表示しておりました「短期貸付金」は、資産総額の

100分の５を超えたため、当中間会計期間末から区分掲

記しております。 

 なお、前中間会計期間末の「短期貸付金」の金額は２

百万円であります。

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、1,502 百万円でありま

す。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、1,470 百万円でありま

す。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、1,473 百万円でありま

す。

 

 

※２ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとおり

であります。

(1) 担保に供している資産

販売用土地 198百万円

(2) 上記に対応する債務

定期借地権設定
契約に基づく
受入保証金

52百万円

 

※２ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとおり

であります。

(1) 担保に供している資産

販売用土地 512百万円

(2) 上記に対応する債務

分譲事業受入金 200百万円

定期借地権設定
契約に基づく
受入保証金

50

計 250

 

※２ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとおり

であります。

(1) 担保に供している資産

販売用土地 520百万円

(2) 上記に対応する債務

分譲事業受入金 200百万円

定期借地権設定
契約に基づく
受入保証金

53

計 253

３ 保証債務

住宅資金つなぎ融資及び住宅

ローン融資利用者のために金融

機関等に対し保証を行っており

ます。

３ 保証債務

住宅資金つなぎ融資及び住宅

ローン融資利用者のために金融

機関等に対し保証を行っており

ます。

３ 保証債務

住宅資金つなぎ融資及び住宅

ローン融資利用者のために金融

機関等に対し保証を行っており

ます。

(1) 住宅資金つなぎ融資に対する

保証

つなぎ融資利用者(104名)

1,559百万円

(1) 住宅資金つなぎ融資に対する

保証

つなぎ融資利用者(42名)

535百万円

(1) 住宅資金つなぎ融資に対する

保証

つなぎ融資利用者(63名)

698百万円
(2) 住宅ローン融資に対する保証

住宅ローン利用者(140名)

2,454百万円

(2) 住宅ローン融資に対する保証

住宅ローン利用者(175名)

3,503百万円

(2) 住宅ローン融資に対する保証

住宅ローン利用者(189名)

3,548百万円
 ※４   ――――― ※４ シンジケーション方式コミッ

トメントライン

当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため、金融機関８行

とシンジケーション方式コミッ

トメントライン契約を締結して

おります。この契約に基づく当

中間会計期間末の借入未実行残

高は次のとおりであります。

シンジケーシ 

ョン方式コミ 

ットメント 

ラインの総額

8,900百万円

借入実行残高 5,200

差引額 3,700

※４   ―――――



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 自己株式に関する事項 

 
    (変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

普通株式の増加20株は、単元未満株式の買取りによるものであります。  

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

普通株式の減少350,000株は、第三者割当により自己株式を処分したものであります。 

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 １ 有形固定資産及び無形固定資

産の減価償却費は、次のとおり

であります。

 １ 有形固定資産の減価償却費

は、46百万円であります。

 １ 有形固定資産及び無形固定資

産の減価償却費は、次のとおり

であります。

有形固定資産 54百万円

無形固定資産 0

計 55  

有形固定資産 109百万円

無形固定資産 0

計 109

※２ その他営業外収益の主なもの

は、次のとおりであります。

受取手数料 23百万円

受取配当金 17

※２ その他営業外収益の主なもの

は、次のとおりであります。

受取手数料 30百万円

受取配当金 17

※２ その他営業外収益の主なもの

は、次のとおりであります。

受取手数料 47百万円

受取配当金 21

 

※３ 特別利益の主なものは、次の

とおりであります。

関係会社株式売
却益

269百万円

 

 

※３    ―――――

 

※３ 特別利益の主なものは、次の

とおりであります。

固定資産売却益 9百万円

投資有価証券売却
益

 51

関係会社株式売却
益

269

償却債権取立益 25

※４ 特別損失の主なものは、次の

とおりであります。

固定資産除却損 1百万円

※４ 特別損失は、固定資産除却損

であります。

※４ 特別損失の主なものは、次の

とおりであります。   

固定資産除却損 14百万円

たな卸資産評価損 17

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 353,416 20 350,000 3,436



(リース取引関係) 

  

 

  

(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式

で時価のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

(借主側)

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

有形固定
資産 ( そ
の他)

320 189 131

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

(借主側)

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

有形固定
資 産（そ
の他）

469 171 297

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

(借主側)

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

有形固定
資 産（そ
の他）

278 175 103

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 56百万円

１年超 107

計 163

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 101百万円

１年超 251

計 353

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 59百万円

１年超 88

計 148

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

(1) 支払リース料 52百万円

(2) 減価償却費相当額 41

(3) 支払利息相当額 4

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

(1) 支払リース料 53百万円

(2) 減価償却費相当額 62

(3) 支払利息相当額 5

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

(1) 支払リース料 94百万円

(2) 減価償却費相当額 100

(3) 支払利息相当額 8

４ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を10％として定率法により

計算した額に、10/９を乗じて算

出しております。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては利息法によっております。

５ 利息相当額の算定方法

同左 

 

 

 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はないため、項目等の記載は省略し

ております。

５ 利息相当額の算定方法

同左 

 

 

 

（減損損失について） 

       同左



該当事項はありません。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券届出書（第三者割当増資）及びその添付書類 

平成18年５月12日東北財務局長に提出 

(2) 臨時報告書 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（親会 

 社の異動）の規定に基づく臨時報告書 

 平成18年５月29日東北財務局長に提出 

(3) 有価証券報告書及びその添付書類 

平成18年６月29日東北財務局長に提出 

  

  

該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月９日

東 北 ミ サ ワ ホ ー ム 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東北ミサワホーム株

式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７

年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中

間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、東北ミサワホーム株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期

間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 竹 内 正 挙 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 北 川 卓 哉 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月８日

東 北 ミ サ ワ ホ ー ム 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東北ミワサホーム株式会

社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９

月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及

び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任

は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間連結財務諸表には全体

として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

私どもは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して、東

北ミサワホーム株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平

成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

  

追記情報 

会社は、セグメント情報の事業の種類別セグメント情報（注）４ 事業区分の変更に記載の通り事業区分を変更した。 

  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 
  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 鈴 木 一 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 北 川 卓 哉 

      

監 査 法 人 ブレインワーク 
  

  
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 林 正 俊 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月９日

東 北 ミ サ ワ ホ ー ム 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東北ミサワホーム株

式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第３７期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７

年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、東北ミ

サワホーム株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成

１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 竹 内 正 挙 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 北 川 卓 哉 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月８日

東 北 ミ サ ワ ホ ー ム 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東北ミサワホーム株式会

社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第３８期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間財務諸表には全体とし

て中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私ども

は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、東北ミサワ

ホーム株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８

年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 
  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 鈴 木 一 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 北 川 卓 哉 

      

監 査 法 人 ブレインワーク 
  

  
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 林 正 俊 

      


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)発行済株式総数、資本金等の状況
	(4)大株主の状況
	(5)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	(1)中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結剰余金計算書
	④中間連結株主資本等変動計算書
	⑤中間連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高

	(2)その他

	２中間財務諸表等
	(1)中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書

	(2)その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/52
	pageform2: 2/52
	form1: EDINET提出書類  2006/12/15 提出
	form2: 東北ミサワホーム株式会社(151216)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/52
	pageform4: 4/52
	pageform5: 5/52
	pageform6: 6/52
	pageform7: 7/52
	pageform8: 8/52
	pageform9: 9/52
	pageform10: 10/52
	pageform11: 11/52
	pageform12: 12/52
	pageform13: 13/52
	pageform14: 14/52
	pageform15: 15/52
	pageform16: 16/52
	pageform17: 17/52
	pageform18: 18/52
	pageform19: 19/52
	pageform20: 20/52
	pageform21: 21/52
	pageform22: 22/52
	pageform23: 23/52
	pageform24: 24/52
	pageform25: 25/52
	pageform26: 26/52
	pageform27: 27/52
	pageform28: 28/52
	pageform29: 29/52
	pageform30: 30/52
	pageform31: 31/52
	pageform32: 32/52
	pageform33: 33/52
	pageform34: 34/52
	pageform35: 35/52
	pageform36: 36/52
	pageform37: 37/52
	pageform38: 38/52
	pageform39: 39/52
	pageform40: 40/52
	pageform41: 41/52
	pageform42: 42/52
	pageform43: 43/52
	pageform44: 44/52
	pageform45: 45/52
	pageform46: 46/52
	pageform47: 47/52
	pageform48: 48/52
	pageform49: 49/52
	pageform50: 50/52
	pageform51: 51/52
	pageform52: 52/52


